

































































































































































































































































































































　ア　最決昭和59年 1 月27日刑集38巻 1 号136頁
　衆議院議員選挙に立候補した被告人が秘書らに対し選挙人らに供与するた















































































































































































































354　早稲田法学会誌第68巻 1 号（2017） 「審判対象は訴因である」ということの意味（滝谷）　355
のであれば、被告人がそれを行うことは現在の訴因に関する





















































































































































































































































360　早稲田法学会誌第68巻 1 号（2017） 「審判対象は訴因である」ということの意味（滝谷）　361
加を内容とする訴因変更命令を行ったが、検察官がこれに応じない場合、ど
うすればよいか。
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の訴因に対して適正な判断を下すために
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、必要やむを得ない手段として





























































































364　早稲田法学会誌第68巻 1 号（2017） 「審判対象は訴因である」ということの意味（滝谷）　365
（ 1 ）田口守一『刑事訴訟法』（弘文堂、 6 版、2012年）203頁。
（ 2 ）松尾浩也『刑事訴訟法（上）』（弘文堂、新版、1999年）174頁。
（ 3 ）たとえば、西田典之『刑法各論〔第 6 版〕』（弘文堂、2012年）278頁。




ものと 1 字 1 句でも異なればただちにそれは「訴因外事実」となる、という趣旨で
はない。
（ 6 ）菊池則明「被告人側が主張する訴因外犯罪事実の審理について」法学新報112巻































































生古稀祝賀論文集』 （成文堂、 2015年） 636～637頁は、 「一部起訴の許容根拠が審判対































1 条の「数人共同シテ」暴行を行った罪として起訴した（当時はまだ「 2 人以上の
者が現場において共同して犯した」強姦を非親告罪とする刑法180条 2 項が存在し


















































































































































（54）最判昭和25年 9 月25日刑集 4 巻 9 号1805頁。






























































































































































（82）最大判昭和40年 4 月28日刑集19巻 3 号270頁。
（83）たとえば、平野龍一『刑事訴訟法』（有斐閣、1958年）137～138頁。
（84）たとえば、香城敏麿「訴因制度の構造（下）」判例時報1240号（1987年） 6 ～ 7
頁は、「訴因変更命令は……新訴因に対する検察官の訴追意思の存否を確認するた
めの手段である」から、「その趣旨を超えて裁判所の訴追意思を貫徹するための手
段たる性格を認めることは、検察官に対し訴追対象とする犯罪事実の選択と立証活
動追行の権限を付与している法の根本的立場と調和しない」とする。
（85）香城・前掲注74・ 6 頁。
（86）石井一正「一罪の一部起訴」判例タイムズ274号（1972年）53頁。ちなみに、石
井が挙げるのは、人を数回殴打して死亡させているにもかかわらず、特に理由もな
く 1 回目の殴打のみを暴行罪として起訴する、という例である（同55頁（注14））。
（87）高木・前掲注35・291頁は、「証拠上明らかに認められるところに比してあまり
に軽い内容の犯罪事実が訴因に構成されて公訴提起された場合」において、「いっ
たんは判例で否定された訴因変更命令の形成力の例外的付与」の余地を議論すべき
であるとする。
（88）辻本典央「罪数論と手続法との交錯」三井誠ほか編『鈴木茂嗣先生古稀祝賀論
「審判対象は訴因である」ということの意味（滝谷）　377
文集〔下巻〕』（成文堂、2007年）562頁も、被告人に有利な方向での訴因変更命令
にすら形成力を否定することには疑問を呈する（ただし、辻本が着目するのは、
「かすがい外し」起訴により一事不再理効の及ぶ範囲が狭められるという点である）。

